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Ⅰ 新改革プラン策定の背景 

１ 北九州市病院事業の推移 

 ・ 北九州市の市立病院は、昭和３８年の五市合併により、旧市時代からあった門

司・小倉・若松・八幡・戸畑市の５つの総合病院と、旧五市共立の２つの結核療

養所の７病院が北九州市に引き継がれて発足した。 

・ 合併当時の市立病院は旧衛生局が所管していたが、病院事業が多額の不良債務

を抱えた危機的状況にあったことから、財政再建計画を実施するため、昭和４２

年に病院局を新たに設置し、地方公営企業法の全部適用を受けて財政再建を進め

ることになった。 

・ １１年間の財政再建計画期間において、２つの結核療養所を１つに統合したほ

か、昭和５３年には八幡病院に救命救急センターを開設、平成３年には、小倉病

院を医療センターに改称して市立病院群の中核病院として再整備するなど、病院

施設や医療機器を整備充実し、市立病院としての基盤を整えてきた。 

・ 平成５年には、門司病院に結核病棟を開設することで、結核療養所を廃止し、

市立病院は５病院体制となった。 

・ 市立病院の経営状況は、不安定な状態が続き、平成１３年には不良債務が発生

したことから、平成１４年に戸畑病院を民間譲渡した。 

・ 戸畑病院売却後も国による診療報酬の引き下げや医師不足の影響から、厳しい

経営状況が続いたことから、市立病院の経営改善に向けて、平成２０年１月に「北

九州市病院事業経営改革プラン」を策定した。 

２ 旧改革プランの概要及び実施状況 

 ・ 平成２０年１月に策定した「北九州市病院事業改革プラン（以下「旧改革プラ

ン」）」は、平成１９年度から平成２２年度の４ヵ年を計画期間とし、計画期間内

に単年度実質収支の均衡を図ることを目指したもの。 

・ 旧改革プランでは、恒常的に赤字となっている門司病院については指定管理者

制度を導入することとし、同様に赤字が続いている若松病院については、計画期

間中に経営改善が見込めない場合は経営形態の見直しを検討することとした。 

・ 計画期間中は、平成２１年度には門司病院に指定管理者制度を導入したほか、

医師確保をはじめとする経営改善策に着実に取り組んだ結果、平成２２年度決算

において、単年度実質収支の黒字を確保することができた。 
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・ 若松病院については、依然として収支が改善されなかったことから、経営形態

の見直しについて検討を行い、平成２３年度に民間譲渡した。 

・ 旧改革プランに基づいて経営改善に取り組んだ結果、平成２２年度から平成 

２６年度まで５年連続で単年度実質収支の黒字を確保することができた。 

３ 国による「新公立病院改革ガイドライン」の公表 

 ・ 我が国では、人口減少や少子高齢化が急速に進展し、医療需要の大きな変化が

見込まれる中、公・民の適切な役割分担の下、地域において必要な医療を安定的、

継続的に提供していくためには、更なる公立病院改革が必要であるとして、平成

２７年３月、総務省より「新公立病院改革ガイドライン（以下「新ガイドライン」）」

が公表された。 

・ 新ガイドラインは、病院事業を設置している地方公共団体に対して、都道府県

が策定する地域医療構想の策定状況を踏まえつつ、遅くとも平成２８年度中に

「新公立病院改革プラン（以下「新改革プラン」）」を策定するよう求めている。 

・ 新改革プランの対象期間は、策定年度あるいはその次年度から平成３２年度ま

でとし、新改革プランには、次の項目について記載することになっている。 

(1) 地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

・地域医療構想を踏まえた当該病院の果たすべき役割 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割 

・一般会計負担の考え方 

・医療機能等指標に係る数値目標の設定 

(2) 経営の効率化 

  ・経営指標に係る数値目標の設定 

  ・目標達成に向けた具体的な取組み 

  ・新公立病院改革プラン期間中の各年度の収支計画等 

(3) 再編・ネットワーク化 

(4) 経営形態の見直し 

４ 市立病院のあり方検討会議の開催 

 ・ 本市では、新改革プランの策定にあたり、今後の市立病院のあり方を含めて広

く意見を聞くため、平成２７年８月、地元医師会や薬剤師会などの医療関係者、

学識経験者、公認会計士、市立病院利用者などの外部有識者で構成する「市立病

院のあり方検討会議」を開催して検討することになった。  
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Ⅱ 市立病院の現状と課題 

１ 病院事業の概要 

  本市の病院事業では、現在、地方公営企業法の全部適用の下で「医療センター」

「八幡病院」「看護専門学校」を、また、指定管理者制度の下で「門司病院」を運

営している。それぞれの概要は以下のとおり。 

 医療センター  

   開  設  明治６年、企救郡立小倉医学校兼病院として開設 

建 築 年  本館：平成３年、別館：平成１３年、管理棟：昭和４３年 

病 床 数  ５８５床 （一般５６９床、感染症１６床） 

   診療科目  ２５科：内科､心療内科､精神科､呼吸器内科､消化器内科､循環

器内科､腫瘍内科､糖尿病内科､緩和ケア内科､小児科､

外科､整形外科､脳神経外科､呼吸器外科､心臓血管外

科､小児外科､皮膚科､泌尿器科､産婦人科､眼科､耳鼻

咽喉科､放射線科､病理診断科､麻酔科､歯科 

  主な機能  ○がん診療 

         「地域がん診療連携拠点病院」として、外来化学療法センタ

ー・がん相談支援センターの設置、セカンドオピニオン外

来の実施等 

○周産期医療 

  「総合周産期母子医療センター」として、妊産婦集中治療

室（ＭＦＩＣＵ）・新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）の設置、

２４時間３６５日受入可能等 

○感染症医療 

 第二種感染症指定医療機関（福岡県指定） 

 八幡病院  

   開  設  昭和５年、八幡市立診療所として開設 

建 築 年  西棟：昭和５３年、東棟：昭和５８年、北棟：平成８年 

病 床 数  ３１３床 （一般３１３床） 

診療科目  １９科：内科､精神科､循環器内科､小児科､外科､整形外科､形 

成外科､脳神経外科､呼吸器外科､消化器外科､皮膚科､

泌尿器科､産婦人科､眼科､耳鼻咽喉科､放射線科､救急

科､麻酔科､歯科 
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主な機能  ○救命救急医療 

        第三次救急医療機関（福岡県指定）「救命救急センター」 

○小児救急医療 

  ２４時間３６５日受入可能な小児救急センターを設置 

○災害拠点基幹病院 

  市内８箇所の災害拠点病院の基幹病院として位置づけ 

※新八幡病院の概要  

    建設場所  八幡東区尾倉小学校跡地 

診 療 科  １９科 ※現病院の体制を維持 

病 床 数  最大３５０床 

主な機能  救急医療・小児医療・災害医療の充実・強化 

整備時期  平成２８年度 実施設計完了、建設工事着工 

平成３０年度 竣工、開院（予定） 

 門司病院  

   開  設  昭和２４年、社会保険門司市民病院として開設 

建 築 年  東棟：平成１２年、西棟：平成１４年 

   病 床 数  １５５床 （一般５０床、療養５０床、結核５５床） 

   診療科目  １４科：内科､呼吸器内科､消化器内科､循環器内科､血液内科､

神経内科､小児科､外科､整形外科､リハビリテーショ

ン科､皮膚科､泌尿器科､眼科､放射線科 

   主な機能  ○結核医療 

           第二種感染症指定医療機関（福岡県指定） 

           北九州市で唯一の結核病床を設置 

 看護専門学校  

   創    立  明治３３年、小倉市立病院付属看護婦養成所として創立 

   定  員  １学年４０名 

   修学年限  ３年 

   特  色  地域に貢献する看護師を養成するため設立され、２，５００

人以上の卒業生を輩出。北九州市内をはじめ、全国の医療分野 

         等で広く活躍。 
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２ 市立病院のあり方検討会議における議論 

  平成２７年８月に立ち上げた「市立病院のあり方検討会議」では、新ガイドライ

ンにおいて検討が求められている内容を中心に議論が行われ、各構成員の専門的な

立場から様々なご意見をいただいた。 

各会議におけるテーマや議論の主な内容は以下のとおり。 

 (1) 第１回会議（平成２７年８月４日）

  ・ 事務局より、市立病院の概要等を説明した後、意見交換を行った。 

  ・ 意見交換では、市立病院院長から病院現場における人事組織上の問題点が示

され、構成員から「病院経営には診療報酬改定等に迅速に対応できる機動的な

人事制度が必要」との指摘もあったことから、次回は経営形態について掘り下

げて議論することになった。 

 (2) 第２回会議（平成２７年１０月２６日）

  ・ 事務局より、市立病院のあり方に関するこれまでの審議会等の状況、政令市

における市立病院の経営形態、新ガイドラインで示されている経営形態におけ

る制度の違い等について説明した後、意見交換を行った。 

・ 意見交換では、病院現場の裁量権の必要性、中長期的な展望の重要性、患者

サービスの向上、職員が働きやすい環境づくり等、市立病院の経営形態のあり

方を中心に様々な意見が出された。 

・ 次回は、地方独立行政法人のメリットや課題等について理解を深めるため、

先進都市から関係者を招いて議論することになった。 

 (3) 第３回会議（平成２７年１２月２１日）

  ・ 事務局より、既に独法化している政令市の市立病院の状況、本市の市立病院

が経営形態を移行する場合の課題等について説明した後、地方独立行政法人病

院の先進事例について、他都市から招いた臨時構成員２名による講演を行った。 

・ 講演では、独法化前後の経営状況の変化、独法化のメリット・デメリット、

全国の独法化病院へのアンケート結果等について詳しい説明があり、その後、

理事長・院長のリーダーシップや裁量権の重要性、独法化による患者へのメリ

ット等について意見交換が行われた。 

  ・ 次回は、本市が独法化する場合の課題等について確認することになった。 
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 (4) 第４回会議（平成２８年２月５日）

  ・ 事務局より、政令市における地方独立行政法人病院の役員等の状況、これま

での市立病院のあり方検討会議における論点整理、今後の検討テーマ、本市の

市立病院の地方独立行政法人への移行の可能性等について説明した後、市立病

院の経営形態のあり方を中心に意見交換を行った。 

  ・ 意見交換の結果、市立病院の経営形態のあり方については、これまでの議論

を踏まえ、構成員の総意として「医療センターと八幡病院については、地方独

立行政法人化に向けて準備を進めるべき」との意見が示された。 

  ・ 次回以降は、地域医療構想を踏まえた市立病院の役割等を中心に議論をして

いくことになった。 

 (5) 第５回会議（平成２８年４月１８日）

  ・ 事務局より今後の検討テーマ等について説明した後、福岡県における地域医

療構想等について、臨時構成員による講演を行った。 

・ 講演では、地域医療構想の目的、福岡県における検討状況、北九州医療圏の

実情、市立病院の需要予測等について、詳細なデータに基づいた説明が行われ、

その後、現在建替えを進めている八幡病院のあり方、医療センターのあり方等

について意見交換が行われた。 

・ 次回も引き続き市立病院のあり方について議論を行うことになった。 

 (6) 第６回会議（平成２８年６月３日）

  ・ 事務局より新改革プランに記載すべき項目とこれまでの主な意見について説

明した後、市立病院のあり方について意見交換を行った。 

  ・ 意見交換では、障害者や家族を医療面で支援する必要性、市立病院における

地域連携強化の必要性、地域包括ケアシステムのあり方、大学や企業との連携、

看護専門学校のあり方、医療センターにおけるがん患者や家族への支援等、

様々な意見が示された。 

  ・ 次回は、これまでの議論を踏まえ、事務局から新改革プランのたたき台を示

すことになった。 
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 (7) 第７回会議（平成２８年８月５日）

 (8) 第８回会議（未定）

３ 市立病院の課題 

 (1) 公共性と経営効率化の両立 

  ・ 市立病院は、市民の命と健康を守る重要な拠点である。 

とりわけ不採算部門とされる政策医療については、現在、小児救急を含む小

児医療、救急医療（救命救急）、周産期医療、災害時における医療を提供する

とともに、結核・感染症対策において重要な役割を担っている。 

  ・ 政策医療の提供は、特定の診療科だけで成り立つものではなく、関連する診

療科を含めて、それぞれの市立病院の特色を生かしながら、病院全体で高度な

医療レベルを維持する必要がある。 

・ 政策医療の実施に際しては、一般会計からの繰入れを行っているが、市立病

院としては、可能な限り自立した経営を目指す必要がある。 

  ・ 病院経営を取り巻く環境は、今後、少子高齢化や人口減少を背景に、民間医

療機関を含めて、全国的にますます厳しくなることが予想されている。 

・ 地域に必要な政策医療を持続的、安定的に提供していくためには、市立病院

としての「公共性・公益性」と「経営の効率化」のバランスを確保しながら、

病院運営を行っていくことが重要である。 

 (2) 経営状況 

・ 本市の病院事業は、平成２０年の旧改革プラン策定後、平成２２年度から５

年連続で単年度実質収支の黒字を確保してきた。しかしながら、国の診療報酬

改定等の影響によって、黒字額は年々大幅に減少している。 

※平成２７年度決算を踏まえて追記 

※会議終了後に追記 

※会議終了後に追記 
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Ⅲ 新北九州市病院事業経営改革プラン 

１ 計画期間 

 ・ プラン策定とともに速やかに経営効率化の取組みを進めるため、計画期間は「平

成２８年度から平成３２年度」とする。 

２ 地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

 (1) 地域医療構想を踏まえた市立病院の役割 

① 北九州医療圏の状況 

・ 福岡県の地域医療構想については、平成２８年度中の策定に向けて関係者

の協議が進められており、福岡県内の各医療圏の状況に関する分析データが

公開されている。 

・ 分析データを見ると、北九州医療圏は、在宅医療に関するいくつかの指標

が全国平均よりも低いものの、ほぼ全ての疾患に対する医療が圏内で完結し

ているほか、救急搬送も迅速に行われているなど、医療機能が全般的に大変

充実していることが分かる。 

・ 平成３７年（２０２５年）時点における病床機能別の必要病床数の推計で

は、北九州医療圏全体の必要な病床数は確保される見込みだが、回復期の病

床が不足すると予測されている。 

② 市立病院の役割 

・ 北九州医療圏における診療実績のデータを見ると、医療センターはがん診

療において、また、八幡病院は小児救急医療において、それぞれ圏内有数の

実績を示している。 

・ 市立病院は、周産期医療、感染症医療、結核医療、災害拠点基幹病院等の

不採算医療を担うなど、北九州医療圏において重要な役割を果たしている。 

・ 新改革プランの計画期間中は、引き続き、政策医療を中心とした役割を担

っていくこととする。各病院等の役割は以下のとおり。 
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 医療センター 

○ 地域がん診療連携拠点病院として、がん診療を中心に、周産期医療、感

染症医療を含め、高度で専門的な医療を提供していく。 

○ がん医療については、患者や家族の支援機能を充実するとともに、地域

医療機関等との連携の強化に努める。 

 八幡病院  

○ 「救命救急センター」「小児救急センター」として、本市の救急医療、

小児医療の拠点としての機能を果たし、市民の安全・安心を支える医療を

提供していく。 

○ 平成３０年度中の新八幡病院開院にあたり、災害拠点基幹病院としての

機能を強化する。 

○ 小児医療については、障害者や家族に対する医療面での支援の充実に向

けて、障害児や在宅医療の支援に加え、市立総合療育センターとのさらな

る連携強化等について検討していく。 

 門司病院  

○ 北九州市で唯一結核医療を提供する病院である。 

 看護専門学校  

○ 市立病院を含めた地域の医療機関にとって貴重な人材育成機関である。 

〔将来に向けた取り組み〕 

・ プラン期間中においては、市立病院全体における各病院の役割の明確化を

図るとともに、各病院の機能を検証し、周産期医療や結核を含めた感染症医

療、障害児（者）医療、回復期病床等について、北九州医療圏全体の状況を

踏まえ、より効果的で効率的な医療提供体制が構築できるよう、継続的に検

討をしていく。 

・ 地域医療構想を踏まえた病床機能等の最適化に向けて検討を進める。      

※結核医療や療養病床を活かした地域医療等、今後の門司病院のあり方

について検討中。 

※近年、民間等の看護師養成機関が増加していることから、市立病院を

含めた地域医療機関への看護師の需給状況を見ながら、今後の看護専

門学校のあり方について検討中。 
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 (2) 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割 

・ 本市の地域包括ケアシステムは、医療・介護・介護予防・住まい・生活支援

のサービス提供体制を各地域で包括的に構築することを目指しており、医療面

においては、在宅医療体制の充実に向けた取組みを進めている。 

・ 市立病院は、他の医療機関との役割分担を図りつつ、在宅医療等における緊

急時の後方支援など、地域の実情に合わせて必要な役割を担っていく。なお、

具体的な役割については、地域医療構想調整会議などの意見を踏まえて検討す

る。 

 (3) 一般会計負担の考え方 

・ 不採算医療である政策医療の実施等にあたっては、市立病院の公共性を考慮

し、国が示す繰入基準等に基づいて、一般会計から繰入れを行っている。 

・ 病院事業に対する一般会計負担については、政策医療の実施状況とともに、

市立病院の経営状況を見ながら、適切に行うこととする。 

３ 経営の効率化 

(1) 数値目標の設定 

  ① 医療センター 

26 年度 

(実績) 

27 年度 

(実績) 

28 年度 

(目標) 

29 年度

(目標) 

30 年度

(目標) 

31 年度

(目標) 

32 年度

(目標) 

医業収支比率（％） 104.1 

経常収支比率（％） 104.0 

病床利用率（％） 78.5 

入院延患者数（人） 167,514 

外来延患者数（人） 260,704 

手術件数（件） 4,050 

※現在試算中 
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② 八幡病院 

26 年度 

(実績) 

27 年度 

(実績) 

28 年度 

(目標) 

29 年度

(目標) 

30 年度

(目標) 

31 年度

(目標) 

32 年度

(目標) 

医業収支比率（％） 97.7 

経常収支比率（％） 97.5 

病床利用率（％） 82.2 

入院延患者数（人） 93,951 

外来延患者数（人） 126,408 

手術件数（件） 1,338 

③ 門司病院 

26 年度 

(実績) 

27 年度 

(実績) 

28 年度 

(目標) 

29 年度

(目標) 

30 年度

(目標) 

31 年度

(目標) 

32 年度

(目標) 

病床利用率（％） 73.2 

入院延患者数（人） 41,400 

外来延患者数（人） 47,282 

 (2) 目標達成に向けた具体的な取組み 

① 基本的事項 

 ○組織風土の変革 

  ・ 病院経営には組織としての一体感の醸成が極めて重要。 

・ 院長のリーダーシップの下で、全ての職員が一丸となって病院運営にあ

たることができる組織づくりを目指す。 

○経営意識の向上 

    ・ 幹部職員だけでなく、全ての職員が高い経営意識を持って病院運営にあ

たることが重要。 

・ 経営会議の開催、目標管理等により、職員の経営意識の向上に取り組む。 

○地域連携の強化 

    ・ 市立病院として地域に必要な医療を安定的に提供するためには、地域の

医療機関等との連携が重要。 

・ 患者の紹介率や逆紹介率の向上など、地域の医療機関等との連携の強化

に取り組む。 

※現在試算中 

※現在試算中 
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② 収入増加・確保対策 

○医師の確保 

・ 病院経営には優秀な医師の安定的な確保が不可欠。 

・ 大学医局との連携強化、臨床研修の充実等により医師の確保に取り組む。 

○病床利用率の向上 

 ・ 適切な平均在院日数を維持しながら病床利用率を向上させることが重要。 

    ・ 柔軟なベッドコントロール等により病床利用率を向上させる。 

○適切な診療報酬の確保 

 ・ 病院経営には診療報酬改定に適確に対応することが重要。 

・ 適切な診療報酬の確保に向けて、外部人材の登用等により、医療事務能

力の強化に努める。 

③ 経費削減・抑制対策 

○医療機器の計画的な整備 

・ 医療機器については、費用対効果等を勘案して計画的な整備を行う。 

○後発医薬品の使用拡大 

・ 後発医薬品の導入を促進し、薬品費の引き下げに努める。 

○コスト削減の推進 

・ 病院運営にかかるコストの一層の削減に向けて、組織全体で業務の抜本

的な見直しに取り組む。 
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(3) 計画期間中の収支計画 

① 収益的収支 

26 年度 

(実績) 

27年度 

(実績) 

28年度 

(目標) 

29年度

(目標) 

30年度

(目標) 

31年度

(目標) 

32年度

(目標) 

収

入 

医業収益(a) 22,330,578 

医業外収益 1,342,262 

経常収益(A) 23,672,840 

支

出 

医業費用(b) 23,186,354 

医業外費用 579,620 

経常費用(B) 23,765,974 

経常損益(A-B)  (C) ▲93,134 

特別損益(F) ▲846,141 

純損益(C+F) ▲939,275 

医業収支比率(a/b) 96.31％ 

経常収支比率(A/B) 99.61％ 

② 資本的収支 

26 年度 

(実績) 

27 年度 

(実績) 

28 年度 

(目標) 

29 年度

(目標) 

30 年度

(目標) 

31 年度

(目標) 

32 年度

(目標) 

収

入 

企業債 1,033,600 

出資金 1,029,857 

補助金 80 

その他 5,698 

収入計(a) 2,069,235 

支

出 

建設改良費 1,271,874 

企業債償還金 1,680,919 

その他 0 

支出計(b) 2,952,793 

差引不足額(b-a) (C) 883,558 

※現在試算中 

※現在試算中 

単位：千円（税込み） 

単位：千円（税込み） 



 - 14 -  

４ 再編・ネットワーク化 

・ 今後、更なる高齢化の進展による医療需要の増大に対応するため、北九州医療

圏全体における医療資源の効率的な活用が求められる。 

・ 市立病院においては、各病院の強みを活かしつつ、民間病院を含む他の医療機

関とのさらなる役割分担と連携を推進していく。 

５ 経営形態の見直し 

(1) 基本的な考え方 

・ 今後、少子高齢化や人口減少を背景に、病院経営を取り巻く環境は全国的に

厳しくなることが予想されており、今後の環境の変化に柔軟かつ迅速に対応し

ていくためには、市立病院の経営改革は待ったなしの状況にある。 

・ 医療センターと八幡病院については、地方公営企業法の全部適用の下、不断

の経営改善に努めている。しかしながら現在の病院局は市の組織の一部である

ことから、人事や給与等について、他の部局との均衡を図る必要があるほか、

契約事務等についても、地方自治法等による一定の制約があり、診療報酬改定

等の環境の変化に迅速に対応できないのが現状である。 

・ 市立病院の経営形態については、「市立病院のあり方検討会議」において、

新ガイドラインで示されている「地方公営企業法の全部適用」「地方独立行政

法人」「指定管理者制度」「民間譲渡」という４つの経営形態について、制度の

違いやメリット・デメリットなどの比較検討を行ってきた。 

・ 地方独立行政法人については、すでに西日本地域の大部分の政令市の市立病

院で導入が進んでおり、先進事例を見ても、政策医療を提供しつつ、経営の柔

軟性を確保することにより、経営改善を実現している。 

・ 地方独立行政法人化は、小児医療や周産期医療、救急医療等における人材確

保などの面で、より現場のニーズに対応した柔軟かつ迅速な対応が可能となる

など、市立病院が担う政策医療の質の向上にも資すると考えられる。 

・ 本市としては、医療センターと八幡病院については、現在の地方公営企業法

の全部適用から、地方独立行政法人への移行に向けて、市民や議会、職員等の

意見を聞きながら、準備を進める。 

※門司病院、看護専門学校の経営形態については、現在検討中 
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(2) 経営形態見直しのスケジュール 

※経営形態見直しのスケジュールについては、現在検討中 


